
（月）

         （平成１７年＝１００）

山口県の賃金、労働時間及び雇用の動き

―毎月勤労統計調査地方調査結果―

〈令和６年分結果〉

         （平成１７年＝１００）

統計は　一人ひとりの参加から

山口県総合企画部統計分析課
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１　事業所規模５人以上

  （１）賃金の動き

  （２）労働時間の動き

  （３）雇用の動き

賃金、労働時間、雇用の動き（５人以上） 令和２年＝１００

実数 前年比 実数 前年比 実数 前年比 実数 前年比 実数 前年比
円 ％ 円 ％ 時間 ％ 時間 ％ 人 ％

ＴＬ 調 査 産 業 計 308 319 2.2 252 321 1.2 136.5 △ 0.9 8.7 △ 3.1 485 755 2.0

Ｄ 建 設 業 429 354 8.3 348 885 4.2 162.7 1.8 9.5 △ 12.7 28 448 △ 1.3

Ｅ 製 造 業 433 188 7.9 337 416 6.6 157.5 0.1 14.6 3.8 91 560 0.0

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 545 661 3.7 416 023 0.3 146.9 △ 0.4 10.7 △ 6.3 2 497 △ 1.2

Ｇ 情 報 通 信 業 335 595 △ 6.8 277 058 0.9 139.8 △ 4.5 6.6 △ 8.1 3 747 △ 0.6

Ｈ 運輸業，郵便業 323 638 △ 4.2 265 922 △ 5.0 164.3 △ 1.1 19.8 △ 4.4 29 487 △ 1.1

Ｉ 卸売業，小売業 230 438 1.1 195 706 △ 0.8 124.1 △ 3.2 5.1 △ 19.5 87 680 △ 0.2

Ｊ 金融業，保険業 450 371 9.7 341 377 5.6 148.7 1.3 9.4 16.2 9 522 11.7

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 311 330 7.7 252 949 2.1 150.4 2.8 12.4 21.3 5 970 12.1

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 423 523 △ 4.5 320 210 △ 0.5 155.1 △ 4.1 11.2 △ 31.3 11 200 2.8

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 116 260 2.6 110 241 0.5 90.2 △ 1.6 3.7 △ 22.3 41 452 12.8

Ｎ 生活関連サービス業,娯楽業 195 640 △ 1.6 177 202 △ 2.4 119.9 △ 2.3 9.6 84.0 11 991 3.9

Ｏ 教育,学習支援業 343 533 6.2 270 463 5.7 121.8 6.1 10.3 87.3 28 824 0.5

Ｐ 医 療 , 福 祉 279 232 △ 0.8 235 296 △ 1.3 131.1 0.1 3.8 △ 16.1 96 308 1.8

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 272 340 △ 1.7 236 678 0.6 141.0 △ 1.7 8.6 △ 8.1 32 132 0.1

概　要

産             業
現金給与総額 きまって支給する給与 総実労働時間 所定外労働時間 常用労働者数

令和６年の１人平均月間現金給与総額は、308,319円で、前年比 2.2％増であった。

このうち、きまって支給する給与は、252,321円で、前年比 1.2％増であり、特別

に支払われた給与は、55,998円で、前年差 3,571円増であった。

また、きまって支給する給与のうち、所定内給与は、234,175円で、前年比 1.4％

増であった。

なお、実質賃金は、前年比で現金給与総額が 0.8％減、きまって支給する給与が

1.8％減であった。

令和６年の１人平均月間総実労働時間は、136.5時間で、前年比 0.9％減であった。

このうち、所定内労働時間は、127.8時間で、前年比 0.8％減であり、所定外労働時

間は、8.7時間で、前年比 3.1％減であった。

また、製造業の所定外労働時間は、14.6時間で、前年比 3.8％増であった。

令和６年の常用労働者数は、485,755人で、前年比 2.0％増であった。

このうち、パ－トタイム労働者の比率は、33.6％であった。
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２　事業所規模３０人以上

  （１）賃金の動き

  （２）労働時間の動き

  （３）雇用の動き

賃金、労働時間、雇用の動き（３０人以上） 令和２年＝１００

実数 前年比 実数 前年比 実数 前年比 実数 前年比 実数 前年比
円 ％ 円 ％ 時間 ％ 時間 ％ 人 ％

ＴＬ 調 査 産 業 計 342 947 1.5 274 690 0.8 140.4 △ 0.9 10.4 1.4 276 639 0.3

Ｄ 建 設 業 542 167 17.7 398 768 6.8 170.7 0.3 19.2 △ 1.8 7 139 △ 7.5

Ｅ 製 造 業 461 938 8.8 354 396 7.8 159.1 0.4 15.7 5.0 77 626 0.3

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 604 394 △ 0.8 459 812 △ 3.9 151.2 2.1 14.0 7.3 1 614 △ 2.3

Ｇ 情 報 通 信 業 399 097 1.9 309 413 4.5 155.4 △ 0.4 6.6 △ 0.3 2 125 △ 1.8

Ｈ 運輸業，郵便業 353 092 4.5 284 592 2.5 169.8 4.5 21.2 6.4 20 691 △ 0.4

Ｉ 卸売業，小売業 204 362 4.9 176 912 3.2 117.0 0.1 5.1 10.4 36 557 0.3

Ｊ 金融業，保険業 433 853 △ 10.6 334 324 △ 8.4 149.1 △ 2.5 10.4 △ 11.2 4 604 37.5

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 318 626 △ 5.1 264 455 △ 9.4 163.3 △ 5.7 15.2 △ 21.9 1 469 27.6

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 501 342 2.3 365 407 6.7 163.0 △ 1.0 15.8 △ 8.3 5 954 2.7

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 114 103 △ 7.2 105 707 △ 9.1 83.7 △ 9.8 4.1 △ 22.8 11 852 6.7

Ｎ 生活関連サービス業,娯楽業 178 067 △ 8.6 158 092 △ 9.7 110.6 △ 7.3 5.4 23.3 4 742 △ 1.2

Ｏ 教育,学習支援業 315 441 △ 19.1 247 819 △ 16.3 110.2 △ 12.2 8.5 34.6 18 711 0.7

Ｐ 医 療 , 福 祉 317 681 △ 1.3 264 793 △ 2.0 137.8 0.9 4.3 △ 15.5 59 980 △ 1.7

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 236 650 △ 10.7 210 327 △ 6.9 132.6 △ 5.3 8.8 △ 8.6 20 840 0.5

産             業
現金給与総額 きまって支給する給与 総実労働時間 所定外労働時間 常用労働者数

利用上の注意

１）「産業名」は、平成29年1月分から日本産業分類（平成25年10月改訂）に基づいて集計結果を公表している。

調査産業計の集計は、調査対象事業所数が僅少のため公表を秘匿する産業分類についても集計対象に含めている。

２） 指数は、令和4年1月分から、令和2年平均を100とする令和2年基準としている。

３）「前年比」は指数により算出しているため、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。

４）令和６年の前年比等については、令和５年にベンチマーク更新を行った参考値を作成し、この参考値と令和６年の

値を比較することにより算出している。

５）「△」は減、「Ｘ」は秘匿値を示している 。

令和６年の１人平均月間現金給与総額は、342,947円で、前年比 1.5％増であった。

このうち、きまって支給する給与は、274,690円で、前年比 0.8％増であり、特別

に支払われた給与は、68,257円で、前年差 2,694円増であった。

また、きまって支給する給与のうち、所定内給与は、249,436円で、前年比 0.4％

増であった。

なお、実質賃金は、前年比で現金給与総額が 1.5％減、きまって支給する給与が

2.2％減であった。

令和６年の１人平均月間総実労働時間は、140.4時間で、前年比 0.9％減であった。

このうち、所定内労働時間は、130.0時間で、前年比 1.1％減であり、所定外労働時

間は、10.4時間で、前年比 1.4％増であった。

また、製造業の所定外労働時間は、15.7時間で、前年比 5.0％増であった。

令和６年の常用労働者数は、276,639人で、前年比 0.3％増であった。

このうち、パ－トタイム労働者の比率は、29.9％であった。
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毎月勤労統計調査（基幹統計）とは

―　どんな統計か　―
◎賃金（給与）や労働時間、出勤日数、労働者数の動きを毎月調べる調査です。
◎大正１２年から始まり、１００年以上継続している歴史ある調査です。
◎国の重要な統計を作成するための調査として、統計法に基づく「基幹統計調査」とされています。

―　どのように利用されているか　―
◎景気動向の判断資料として使われます。
◎労働経済問題の基礎資料及び研究資料として使われます。
◎失業給付（基本手当）、労働者災害補償（休業補償）の額の改定に使われます。
◎国民所得や県民所得の推計に使われます。
◎交通事故の補償など逸失利益の算出の基礎資料として使われます。
◎その他日本の労働事情の海外への紹介、国連の報告などにも活用されています。

☆この調査を税金など統計以外のことに利用することは絶対にありません。（法律によって固く禁じられています。）

令和7年（2025年）2月28日発行

https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/22/15950.html

この調査についての照会は、下記へお願いします。

 山口県総合企画部統計分析課
　　　　　　　　　商工労働統計班

〒753-8501　　　山口市滝町１－１
TEL（083)933-2654
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